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(57)【要約】　　　（修正有）
【課題】放送信号を受信しない状態であっても、緊急情
報を受信し続けるために、スタンバイ状態における電力
の消費を抑制して緊急情報を受信する受信装置、受信方
法及び受信プログラムを提供する。
【解決手段】受信装置２０は、複数のフレームを含む受
信信号を処理する処理部２２と、受信信号からフレーム
におけるブートストラップの第１区間を特定する区間特
定部２５と、スタンバイ状態の場合に、フレームの第１
区間では処理部を動作させ、フレームの第１区間とは異
なる第２区間では処理部を動作させない制御部２６と、
を備える。
【選択図】図４
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　複数のフレームを含む受信信号を処理する処理部と、
　前記受信信号から前記フレームにおけるブートストラップの第１区間を特定する区間特
定部と、
　スタンバイ状態の場合に、前記フレームの前記第１区間では前記処理部を動作させ、前
記フレームの前記第１区間とは異なる第２区間では前記処理部を動作させない制御部と、
　を備える受信装置。
【請求項２】
　前記処理部は、復調部と、誤り訂正部と、を有し、
　前記制御部は、前記スタンバイ状態の場合に、前記フレームの前記第２区間では、前記
復調部及び前記誤り訂正部の少なくとも一方を停止させることで、前記処理部を動作させ
ない
　請求項１に記載の受信装置。
【請求項３】
　前記復調部は、前記スタンバイ状態の場合に、前記受信信号の前記ブートストラップに
緊急情報が設定されていると、前記緊急情報を出力する
　請求項２に記載の受信装置。
【請求項４】
　前記フレームは、前記ブートストラップと、プリアンブルと、１以上のサブフレームと
、を含み、
　前記区間特定部は、前記ブートストラップと前記プリアンブルと前記サブフレームとの
長さに基づいて前記フレームのフレーム長を算出し、前記フレーム長の長さから前記第１
区間を特定する
　請求項３に記載の受信装置。
【請求項５】
　前記区間特定部は、前記ブートストラップに設定されている次のブートストラップまで
の時間間隔に基づいて前記フレームにおける前記第１区間を特定する
　請求項３に記載の受信装置。
【請求項６】
　前記処理部は、クロックの供給によって前記処理を行い、
　前記制御部は、前記スタンバイ状態の場合に、前記第２区間では前記処理部にクロック
の供給を停止させることで、前記処理部に動作させない
　請求項３に記載の受信装置。
【請求項７】
　前記フレームは、ＡＴＳＣ(Advanced　Television　Systems　Committee)３．０で規定
される物理層フレームである
　請求項１に記載の受信装置。
【請求項８】
　複数のフレームを含む受信信号を処理する処理部を備える受信装置によって実行される
受信方法であって、
　前記受信信号から前記フレームにおけるブートストラップの第１区間を特定するステッ
プと、
　スタンバイ状態の場合に、前記フレームの前記第１区間では前記処理部を動作させ、前
記フレームの前記第１区間とは異なる第２区間では前記処理部を動作させないステップと
、
　を含む受信方法。
【請求項９】
　複数のフレームを含む受信信号を処理する処理部を備える受信装置に、
　前記受信信号から前記フレームにおけるブートストラップの第１区間を特定するステッ
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プと、
　スタンバイ状態の場合に、前記フレームの前記第１区間では前記処理部を動作させ、前
記フレームの前記第１区間とは異なる第２区間では前記処理部を動作させないステップと
、
　を実行させる受信プログラム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本開示は、受信装置、受信方法及び受信プログラムに関する。
【背景技術】
【０００２】
　次世代の放送規格の１つであるＡＴＳＣ（Advanced　Television　Systems　Committee
）３．０の策定が進められている。特許文献１では、シグナリングを物理層フレームのプ
リアンプルに含めるように処理することで、受信側の処理の負担を軽減するデータ処理装
置が開示されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２０１７－１３５５５７号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　ＡＴＳＣ３．０では、緊急情報（ＥＡＳ：Emergency　Alert　System）を知らせる信号
が定期的にブートストラップ（Bootstrap）のフレームの先頭の信号に印加されている。
受信装置は、放送信号を受信しない状態であっても、緊急情報を受信し続ける必要がある
。このため、緊急情報を受信する技術には、改善の余地がある。
【０００５】
　そこで、本開示では、スタンバイ状態における電力の消費を抑制して緊急情報を受信す
ることができる受信装置、受信方法及びプログラムを提案する。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　上記の課題を解決するために、本開示に係る一形態の受信装置は、複数のフレームを含
む受信信号を処理する処理部と、前記受信信号から前記フレームにおけるブートストラッ
プの第１区間を特定する区間特定部と、スタンバイ状態の場合に、前記フレームの前記第
１区間では前記処理部を動作させ、前記フレームの前記第１区間とは異なる第２区間では
前記処理部を動作させない制御部と、を備える。
【０００７】
　また、本開示に係る一形態の受信方法は、複数のフレームを含む受信信号を処理する処
理部を備える受信装置によって実行される受信方法であって、前記受信信号から前記フレ
ームにおけるブートストラップの第１区間を特定するステップと、スタンバイ状態の場合
に、前記フレームの前記第１区間では前記処理部を動作させ、前記フレームの前記第１区
間とは異なる第２区間では前記処理部を動作させないステップと、を含む。
【０００８】
　また、本開示に係る一形態の受信プログラムは、複数のフレームを含む受信信号を処理
する処理部を備える受信装置に、前記受信信号から前記フレームにおけるブートストラッ
プの第１区間を特定するステップと、スタンバイ状態の場合に、前記フレームの前記第１
区間では前記処理部を動作させ、前記フレームの前記第１区間とは異なる第２区間では前
記処理部を動作させないステップと、を実行させる。
【図面の簡単な説明】
【０００９】



(4) JP 2020-171003 A 2020.10.15

10

20

30

40

50

【図１】ＡＴＳＣ３．０のフレームの構造を説明するための図である。
【図２】ブートストラップのシグナリングの構成を説明するための図である。
【図３】第１の実施形態に係る伝送システムの構成を示す図である。
【図４】第１の実施の形態に係る受信装置の構成を示す図である。
【図５】第１の実施形態に係る受信装置が実行する処理手順の一例を示すフローチャート
である。
【図６】第１の実施形態に係るＬ１基本情報の一例を示す図である。
【図７】第１の実施形態に係るＬ１詳細情報の一例を示す図である。
【図８】図６及び図７のｆｆｔ＿ｓｉｚｅの一例を示す図である。
【図９】図６及び図７のｇｕａｒｄ＿ｉｎｔｅｒｖａｌの一例を示す図である。
【図１０】第１の実施形態に係るフレーム長の定義の一例を示す図である。
【図１１】第１の実施形態に係る受信装置の動作を説明するための図である。
【図１２】第２の実施の形態に係る受信装置の構成を示す図である。
【図１３】ブートストラップの最小の時間間隔の設定例を示す図である。
【図１４】第２の実施形態に係る受信装置が実行する処理手順の一例を示すフローチャー
トである。
【図１５】上述した一連の処理をプログラムにより実行するコンピュータのハードウェア
の構成例を示すブロック図である。
【発明を実施するための形態】
【００１０】
　以下に、本開示の実施形態について図面に基づいて詳細に説明する。なお、以下の各実
施形態において、同一の部位には同一の符号を付することにより重複する説明を省略する
。
【００１１】
＜次世代の放送規格のフレームの概要＞
　最初に、次世代の放送規格の一つであるＡＴＳＣ３．０のフレームの構造について説明
する。図１は、ＡＴＳＣ３．０のフレームの構造を説明するための図である。図１におい
て、横方向は、時間（Time）を表し、縦方向は、周波数（Frequency）を表している。
【００１２】
　放送規格では、フレーム（物理フレーム）は、データを転送する単位として規定されて
いる。フレームには、データを含むサブフレームが複数配置されている。例えば、ＡＴＳ
Ｃ３．０で規定されるフレームは、ブートストラップ（Bootstrap）と、プリアンブル（P
reamble）と、１以上のサブフレーム（Subframe）と、を有する。フレームは、ミリ秒単
位などの所定のフレーム長で構成される。フレームは、ブートストラップとプリアンプル
を取得した後に、その後のサブフレークを取得することが可能となる。
【００１３】
　ブートストラップは、例えば、ＤＶＢ－Ｔ２(Digital　Video　Broadcasting-Second　
Generation　Terrestrial)のＴ２フレームを構成するＰ１シンボルに対応する。プリアン
ブルは、例えば、ＤＶＢ－Ｔ２のＴ２フレームを構成するＰ２シンボルに対応している。
したがって、ブートストラップは、プリアンブルであると言うこともできる。
【００１４】
　プリアンブルには、Ｌ１基本情報（L1-Basic）やＬ１詳細情報（L1-Detail）などのＬ
１シグナリングを含めることができる。ここで、Ｌ１基本情報とＬ１詳細情報とを比較す
れば、Ｌ１基本情報は、２００ビット程度のビットから構成されるが、Ｌ１詳細情報は、
４００～数千ビットから構成される点でそのサイズが異なっている。また、プリアンブル
では、Ｌ１基本情報とＬ１詳細情報がその順に読み出されるため、Ｌ１詳細情報よりもＬ
１基本情報のほうが先に読み出される。さらに、Ｌ１基本情報は、Ｌ１詳細情報と比べて
、よりロバスト（ロバストネス）に伝送される点でも異なっている。
【００１５】
　サブフレームには、ペイロード（データ）が配置される。フレームは、２以上のサブフ
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レームが含まれる場合には、サブフレームごとに、例えば、FFTサイズやパイロットパタ
ーン、ガードインターバル長などの各種の制御パラメータを変更することができる。
【００１６】
＜ブートストラップのシグナリング＞
　図２は、ブートストラップのシグナリングの構成を説明するための図である。図２に示
すように、シグナリングは、４つのシンボルであるＳｙｍｂｏｌ０、Ｓｙｍｂｏｌ１、Ｓ
ｙｍｂｏｌ２及びＳｙｍｂｏｌ３を有する。
【００１７】
　Ｓｙｍｂｏｌ０は、シグナリングが表されていない。Ｓｙｍｂｏｌ１は、ｅａ＿ｗａｋ
ｅ＿ｕｐ＿１（１ｂｉｔ）、ｍｉｎ＿ｔｉｍｅ＿ｔｏ＿ｎｅｘｔ（５ｂｉｔｓ）及びｓｙ
ｓｔｅｍ＿ｂａｎｄｗｉｔｈ（２ｂｉｔｓ）のシグナリングを含む。ｅａ＿ｗａｋｅ＿ｕ
ｐ＿１は、緊急情報を通知する。ｍｉｎ＿ｔｉｍｅ＿ｔｏ＿ｎｅｘｔは、次のｂｏｏｔｓ
ｔｒａｐまでの時間を通知する。ｙｓｔｅｍ＿ｂａｎｄｗｉｔｈは、バンド幅（例えば、
６ＭＨｚ、７ＭＨｚ等）を通知する。Ｓｙｍｂｏｌ２は、ｅａ＿ｗａｋｅ＿ｕｐ＿２（１
ｂｉｔ）、ｂｓｒ＿ｃｏｅｆｆｉｃｉｅｎｔ（７ｂｉｔ）のシグナリングを含む。ｅａ＿
ｗａｋｅ＿ｕｐ＿２は、緊急情報を通知する。ｂｓｒ＿ｃｏｅｆｆｉｃｉｅｎｔは、パイ
ロードのサンプリング周波数を通知する。Ｓｙｍｂｏｌ３は、ｐｒｅａｍｂｌｅ＿ｓｔｒ
ｕｃｔｕｒｅ（８ｂｉｔ）のシグナリングを含む。ｐｒｅａｍｂｌｅ＿ｓｔｒｕｃｔｕｒ
ｅは、プリアンブルの構成情報を通知する。
【００１８】
＜第１の実施の形態＞
［伝送システム構成］
　図３は、第１の実施形態に係る伝送システムの構成を示す図である。図３に示すように
、伝送システム１は、送信装置１０と、受信装置２０と、を備える。伝送システム１は、
ＡＴＳＣ３．０等のＩＰ伝送方式を採用したデジタル放送の規格に準拠したデータ伝送が
行われる。
【００１９】
　送信装置１０は、伝送路３０を介してコンテンツを送信する。例えば、送信装置１０は
、テレビジョン番組等のコンテンツを構成するビデオやオーディオ等のコンポーネントと
シグナリングとを含む放送ストリームを、デジタル放送信号として、伝送路３０を介して
送信する。
【００２０】
　受信装置２０は、送信装置１０から伝送路３０を介して送信されてくる放送信号を受信
して出力する。例えば、受信装置２０は、送信装置１０からのデジタル放送信号を受信し
て、放送ストリームからコンテンツを構成するコンポーネントとシグナリングを取得し、
コンテンツの映像や音声を再生する。
【００２１】
　なお、伝送システム１において、伝送路３０は、地上波に限定されない。例えば、伝送
路３０は、衛星放送で使用される衛星波等、地上波以外の無線チャネルであってもよい。
また、伝送路３０は、ケーブル放送で使用されるケーブル等、有線回線であってもよい。
【００２２】
［本実施形態の概要］
　ＡＴＳＣ３．０では、緊急情報（ＥＡＳ）を知らせる信号が定期的にブートストラップ
に印加されて送られてくる。このため、受信装置２０は、放送コンテンツを受信しない状
況であるスタンバイ状態においても、当該緊急信号を受信し続ける必要がある（ＥＡＳ受
信モード）。スタンバイ状態は、例えば、放送コンテンツを受信しない状態、かつ放送信
号（受信信号）を受信可能な状態を含む。スタンバイ状態は、例えば、受信装置の通常動
作時の電源が供給されていない状態を含む。本実施形態では、スタンバイ状態（ＥＡＳ受
信モード）において、放送信号を受信し続けても、電力の消費を抑制することができる受
信装置２０を実現する。



(6) JP 2020-171003 A 2020.10.15

10

20

30

40

50

【００２３】
　受信装置２０は、送信装置１０から送信される信号の受信を行う装置である。例えば、
受信装置２０は、ＡＴＳＣ３．０レシーバである。なお、受信装置２０は、ＡＴＳＣ３．
０レシーバに限られず、ＤＶＢ、ＩＳＤＢ等の他の放送規格のレシーバであってもよい。
また、受信装置２０は、無線通信の受信機であってもよい。例えば、受信装置２０は無線
通信のＬＴＥ、ＮＲ等の無線アクセス技術を使った通信を受信可能な受信機であってもよ
い。
【００２４】
　受信装置２０の例としては、テレビジョン受像機やラジオ受信機が挙げられる。勿論、
受信装置２０はテレビジョン受像機やラジオ受信機に限定されず、携帯電話、スマートデ
バイス（スマートフォン、又はタブレット）、ウェアラブル端末、ＰＤＡ（Personal　Di
gital　Assistant）、パーソナルコンピュータ等の端末装置であってもよい。
【００２５】
　また、受信装置２０は、所定の放送方式（或いは所定の通信方式）で伝送された情報を
他の放送方式（或いは他の通信方式）の情報に変換する変換装置であってもよい。例えば
、受信装置２０は、新たな放送方式で放送されたコンテンツ（例えば、テレビジョン番組
）を従来の放送方式のコンテンツ（例えば、テレビジョン番組）に変換して、従来の受像
機に送信する装置であってもよい。
【００２６】
　また、受信装置２０は、受信した映像又は音声を記録する録画機或いは録音機であって
もよい。また、受信装置２０は、Ｍ２Ｍ（Machine　to　Machine）デバイス、又はＩｏＴ
（Internet　of　Things）デバイスであってもよい。受信装置２０は、送信機能を備えて
いてもよい。
【００２７】
［受信装置の構成］
　以下に、受信装置２０の構成を詳細に説明する。図４は、第１の実施の形態に係る受信
装置２０の構成を示す図である。図４に示すように、受信装置２０は、ＲＦ（Radio　Fre
quency）部２１と、処理部２２と、区間特定部２５と、制御部２６と、を備える。処理部
２２は、復調部２３と、誤り訂正部２４と、を備える。処理部２２、区間特定部２５及び
制御部２６は、デジタル回路２００によって実現されている。本実施形態では、受信装置
２０の処理部２２は、復調部２３と、誤り訂正部２４と、を有する場合について説明する
が、例えば、区間特定部２５を有してもよい。
【００２８】
　ＲＦ部２１は、アンテナ２０１と接続され、送信装置１０から伝送路３０を介して送信
されてくるＲＦ信号を受信する。ＲＦ部３１は、受信したＲＦ信号をＡ／Ｄ変換処理し、
デジタル信号に変換して復調部２３に供給する。
【００２９】
　復調部２３は、復調前処理部２３１と、復調後処理部２３２と、を有する。復調前処理
部２３１は、ＩＦ／ＢＢ変換部２３１ａと、ブートストラップ検出部２３１ｂと、を有す
る。ＩＦ／ＢＢ変換部２３１ａは、ＲＦ部２１が供給される信号を直交復調し、その結果
からベースバンドのＯＦＤＭ（Orthogonal　Frequency　Division　Multiplexing）信号
を得る。ブートストラップ検出部３３１ｂは、ＯＦＤＭ信号からブートストラップを復調
し、緊急情報が通知されている場合、緊急情報を受信装置２０の外部に出力する。ブート
ストラップ検出部３３１ｂは、ＯＦＤＭ信号を復調後処理部２３２に供給する。
【００３０】
　復調後処理部２３２は、ＦＦＴ部２３２ａと、等化処理部２３２ｂと、を有する。ＦＦ
Ｔ部２３２ａは、復調前処理部２３１からＯＦＤＭ信号が入力される。ＦＦＴ部２３２ａ
は、ＯＦＤＭ信号に対してＦＦＴ（Fast　Fourier　Transform）演算を行い、各サブキャ
リアに直交変換されているデータを抽出する。等化処理部２３２ｂは、ＦＦＴ部２３２ａ
から供給されるＯＦＤＭ信号に対し、所定の周波数域処理である等化処理を行い、それに
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より得られるデータを、後段の誤り訂正部２４に供給する。
【００３１】
　誤り訂正部２４は、誤り訂正内復号部２４１と、インタリーバ２４２と、誤り訂正外復
号部２４３と、ストリーム処理部２４４と、を有する。誤り訂正内復号部２４１は、ＯＦ
ＤＭ信号を所定の変調方式で復号したデータをインタリーバ２４２に供給する。インタリ
ーバ２４２は、インターリーブしたデータを誤り訂正外復号部２４３に供給する。誤り訂
正外復号部２４３は、誤り訂正外符号を解くことにより復号したデータをストリーム処理
部２４４に供給する。誤り訂正外復号部２４３は、受信信号からＬ１基本情報等を含むＬ
１信号を抽出し、Ｌ１信号を区間特定部２５に供給する。ストリーム処理部２４４は、デ
ータのストリームを処理し、ＴＳ（Transport　Stream）インターフェース等にストリー
ムデータを供給する。
【００３２】
　区間特定部２５は、受信信号からフレームにおけるブートストラップの区間を特定する
。例えば、区間特定部２５は、誤り訂正部２４が供給するＬ１信号のＬ１基本情報に基づ
いて、フレームのフレーム長を算出し、フレーム長フレームにおけるブートストラップの
第１区間を特定する。第１区間は、フレームにおけるブートストラップの区間である。第
１区間は、処理部２２を駆動させる区間である。なお、第１区間は、フレームにおけるブ
ートストラップの全ての区間としてもよいし、緊急情報を抽出可能な区間としてもよい。
区間の特定方法については後述する。また、フレームは、第１区間が特定されると、残り
の区間が第２区間となる。第２区間は、フレームの第１区間とは異なる区間の全てまたは
一部とすることができる。
【００３３】
　区間特定部２５は、第１区間を示す区間フラグを制御部２６に供給する。区間フラグは
、例えば、フレームの部分が第１区間であるか第２区間であるかを示すフラグである。区
間フラグは、例えば、フレームの先頭から末尾までの等間隔の領域ごとのフラグを含んで
もよい。例えば、区間特定部２５は、フレームの第１区間が“Ｈ”、第１区間とは異なる
第２区間が“Ｌ”を示す区間フラグを制御部２６に供給する。
【００３４】
　制御部２６は、受信装置２０の各部を制御するコントローラ（controller）である。制
御部２６は、スタンバイ状態の場合に、フレームの第１区間では処理部２２を動作させ、
フレームの第１区間とは異なる第２区間では処理部２２を動作させない。換言すると、制
御部２６は、スタンバイ状態の場合に、フレームの第１区間では処理部２２に処理させ、
フレームの第１区間とは異なる第２区間では処理部２２に処理させない。制御部２６は、
区間特定部２５からの区間フラグに基づいて、復調前処理部２３１、復調後処理部２３２
、誤り訂正部２４及び区間特定部２５の動作を制御する。
【００３５】
　制御部２６は、復調前処理部２３１、復調後処理部２３２、誤り訂正部２４及び区間特
定部２５にクロックを供給することが可能な構成となっている。例えば、制御部２６は、
発信器等のクロック源によってクロックを発生させる。本実施形態では、制御部２６は、
復調前処理部２３１、復調後処理部２３２、誤り訂正部２４及び区間特定部２５にクロッ
クを供給することで、各部を動作（機能）させている。すなわち、制御部２６は、復調前
処理部２３１、復調後処理部２３２及び誤り訂正部２４にクロックを供給しないことで、
各部の動作を停止させること可能な構成となっている。
【００３６】
　以上、実施形態に係る受信装置２０の構成例について説明した。なお、図４を用いて説
明した上記の構成はあくまで一例であり、第１の実施形態に係る受信装置２０の構成は係
る例に限定されない。第１の実施形態に係る受信装置２０の機能構成は、仕様や運用に応
じて柔軟に変形可能である。
【００３７】
［第１の実施形態に係る受信装置の処理手順］
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　次に、図５を用いて、第１の実施形態に係る受信装置２０の処理手順の一例について説
明する。図５は、第１の実施形態に係る受信装置２０が実行する処理手順の一例を示すフ
ローチャートである。図５に示す処理手順は、受信装置２０がスタンバイ状態の場合にプ
ログラムを実行することによって実現される。図５に示す処理手順は、受信装置２０にお
いて、放送コンテンツを受信する場合には実行されない。図５に示す処理手順は、区間特
定部２５が動作している状態で実行される。
【００３８】
　図５に示すように、受信装置２０は、復調部２３、誤り訂正部２４等にクロックを供給
し、放送信号の受信を開始する（ステップＳ１０１）。これにより、受信装置２０は、Ａ
ＴＳＣ３．０の放送信号（受信信号）の受信を開始する。受信装置２０は、Ｌ１信号から
フレーム長を算出する（ステップＳ１０２）。例えば、受信装置２０は、受信信号を復調
し、誤り訂正をしたＬ１信号のＬ１基本情報、Ｌ１詳細情報等に基づいてフレーム長を算
出する。なお、フレーム長の算出方法については、後述する。そして、受信装置２０は、
Ｌ１基本情報からフレーム長から第１区間を特定し、区間フラグを生成する（ステップＳ
１０３）。受信装置２０は、ステップＳ１０３の処理が終了すると、処理をステップＳ１
０４に進める。
【００３９】
　受信装置２０は、区間フラグが“Ｈ”であるか否かを判定する（ステップＳ１０４）。
例えば、受信装置２０は、区間フラグが“Ｌ”から“Ｈ”へ変化した場合に、区間フラグ
が“Ｈ”であると判定してもよい。受信装置２０は、区間フラグが“Ｈ”であると判定し
た場合（ステップＳ１０４でＹｅｓ）、放送信号のフレームが第１区間であるので、処理
をステップＳ１０５に進める。
【００４０】
　受信装置２０は、区間特定部２５以外の動作を開始する（ステップＳ１０５）。例えば
、受信装置２０は、区間特定部２５は動作しているので、復調部２３及び誤り訂正部２４
にクロックを供給することで、動作を開始させる。受信装置２０は、ブートストラップを
処理して緊急情報を復調する（ステップＳ１０６）。例えば、受信装置２０は、ブートス
トラップ検出部２３１ｂで放送信号のブートストラップを復号する。例えば、受信装置２
０は、ブートストラップが通知されていない場合、緊急情報を復調しない。
【００４１】
　受信装置２０は、緊急情報が発生したか否かを判定する（ステップＳ１０７）。受信装
置２０は、ブートストラップのシグナリングのｅａ＿ｗａｋｅ＿ｕｐ＿１等に基づいて、
緊急情報が発生したか否かを判定する。受信装置２０は、ブートストラップのシグナリン
グに緊急情報の発生が通知されていると、緊急情報が発生したと判定する。受信装置２０
は、緊急情報が発生していないと判定した場合（ステップＳ１０７でＮｏ）、処理を既に
説明したステップＳ１０４に戻し、ステップＳ１０４以降の処理を繰り返す。また、受信
装置２０は、緊急情報が発生したと判定した場合（ステップＳ１０７でＹｅｓ）、処理を
ステップＳ１０８に進める。
【００４２】
　受信装置２０は、緊急情報を出力する（ステップＳ１０８）。例えば、受信装置２０は
、ブートストラップ検出部２３１ｂが放送信号から緊急情報を抽出し、当該緊急情報を出
力する。受信装置２０は、ステップＳ１０８の処理が終了すると、図５に示す処理手順を
終了させる。
【００４３】
　また、受信装置２０は、区間フラグが“Ｈ”ではないと判定した場合（ステップＳ１０
４でＮｏ）、放送信号のフレームが第１区間ではないので、処理をステップＳ１０９に進
める。受信装置２０は、区間特定部２５以外の動作を停止させる（ステップＳ１０９）。
例えば、受信装置２０は、復調部２３及び誤り訂正部２４へのクロックの供給を停止する
ことで、動作を停止させる。なお、受信装置２０は、既に動作を停止させている場合、ス
テップＳ１０９の処理を行わない。そして、受信装置２０は、ステップＳ１０９の処理が
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終了すると、処理を既に説明したステップＳ１０４に戻し、ステップＳ１０４以降の処理
を繰り返す。
【００４４】
［ＡＴＳＣ３．０のフレーム長の算出方法］
　次に、受信装置２０が実行するＡＴＳＣ３．０のフレーム長の算出方法について説明す
る。ＡＴＳＣ３．０のフレーム長は、ブートストラップとＬ１基本情報、Ｌ１詳細情報の
特定のシグナリングを用いて算出することができる。例えば、ブートストラップでは、上
述したＳｙｍｂｏｌ２のｂｓｒ＿ｃｏｅｆｆｉｃｉｅｎｔのシグナリングをフレーム長の
算出に用いることができる。ｂｓｒ＿ｃｏｅｆｆｉｃｉｅｎｔの値からＥｌｅｍｅｎｔａ
ｒｙ　ｐｅｒｉｏｄ（ベースバンド信号のサンプリング間隔）を求めることができる。例
えば、ｂｓｒ＿ｃｏｅｆｆｉｃｉｅｎｔが「２」の場合、Ｅｌｅｍｅｎｔａｒｙ　ｐｅｒ
ｉｏｄは「０．１４４７」となる。例えば、ｂｓｒ＿ｃｏｅｆｆｉｃｉｅｎｔが「５」の
場合、Ｅｌｅｍｅｎｔａｒｙ　ｐｅｒｉｏｄは「０．１２４０」となる。例えば、ｂｓｒ
＿ｃｏｅｆｆｉｃｉｅｎｔが「８」の場合、Ｅｌｅｍｅｎｔａｒｙ　ｐｅｒｉｏｄは「０
．１０８５」となる。
【００４５】
　図６は、第１の実施形態に係るＬ１基本情報の一例を示す図である。図７は、第１の実
施形態に係るＬ１詳細情報の一例を示す図である。図６及び図７では、最左列の数字は、
行番号を示している。行番号には、Ｓｙｎｔａｘと、Ｎｏ．ｏｆ　Ｂｉｔｓとの項目が紐
付けられている。
【００４６】
　受信装置２０は、図６に示すＬ１基本情報のＬ１Ｂ＿ｎｕｍ＿ｓｕｂｆｒａｍｅｓ（行
番号１６）、Ｌ１Ｂ＿ｐｒｅａｍｂｌｅ＿ｎｕｍ＿ｓｙｍｂｏｌｓ（行番号１７）、Ｌ１
Ｂ＿ｆｉｒｓｔ＿ｓｕｂ＿ｆｆｔ＿ｓｉｚｅ（行番号２６）、Ｌ１Ｂ＿ｆｉｒｓｔ＿ｓｕ
ｂ＿ｇｕａｒｄ＿ｉｎｔｅｒｖａｌ（行番号２８）、Ｌ１Ｂ＿ｆｉｒｓｔ＿ｓｕｂ＿ｎｕ
ｍ＿ｏｆｄｍ＿ｓｙｍｂｏｌｓ（行番号２９）に設定されている情報を算出に用いる。
【００４７】
　受信装置２０は、図７に示すＬ１詳細情報のＬ１Ｄ＿ｆｆｔ＿ｓｉｚａ（行番号１２２
）、Ｌ１Ｄ＿ｇｕａｒｄ＿ｉｎｔｅｒｖａｌ（行番号１２４）、Ｌ１Ｄ＿ｎｕｍ＿ｏｆｄ
ｍ＿ｓｙｍｂｏｌｓ（行番号１２５）に設定されている情報を算出に用いる。
【００４８】
　図８は、図６及び図７のｆｆｔ＿ｓｉｚｅの一例を示す図である。Ｌ１基本情報のＬ１
Ｂ＿ｆｉｒｓｔ＿ｓｕｂ＿ｆｆｔ＿ｓｉｚｅ及びＬ１詳細情報のＬ１Ｄ＿ｆｆｔ＿ｓｉｚ
ａには、図８に示すような値が設定される。例えば、ｆｆｔ＿ｓｉｚｅは、８Ｋの場合“
００”、１６Ｋの場合“０１”、３２Ｋの場合“１０”の値がそれぞれ設定されている。
例えば、受信装置２０は、ｆｆｔ＿ｓｉｚｅに“００”が設定されている場合、８Ｋ、す
なわち８１９２がｆｆｔのサイズと認識する。例えば、受信装置２０は、ｆｆｔ＿ｓｉｚ
ｅに“０１”が設定されている場合、１６Ｋ、すなわち１６３８４がｆｆｔの長さと認識
する。
【００４９】
　図９は、図６及び図７のｇｕａｒｄ＿ｉｎｔｅｒｖａｌの一例を示す図である。Ｌ１基
本情報のＬ１Ｂ＿ｆｉｒｓｔ＿ｓｕｂ＿ｇｕａｒｄ＿ｉｎｔｅｒｖａｌ及びＬ１詳細情報
のＬ１Ｄ＿ｇｕａｒｄ＿ｉｎｔｅｒｖａｌには、図９に示すような値が設定されている。
例えば、ｇｕａｒｄ＿ｉｎｔｅｒｖａｌは、Ｇｌ１＿１９２の場合“０００１”、Ｇｌ２
＿３８４の場合“００１０”の値がそれぞれ設定されている。例えば、受信装置２０は、
ｇｕａｒｄ＿ｉｎｔｅｒｖａｌに“０００１”が設定されている場合、Ｇｌ１＿１９２、
すなわち１９２がｇｕａｒｄ＿ｉｎｔｅｒｖａｌの長さと認識する。
【００５０】
　図１０は、第１の実施形態に係るフレーム長の定義の一例を示す図である。図１０に示
すように、受信装置２０は、フレームにおいて、ブートストラップの長さ（ｂｓ＿ｌｅｎ
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）、プリアンプルの長さ（ｐｂ＿ｌｅｎ）、サブフレーム０の長さ（ｓｕｂ０＿ｌｅｎ）
、・・・サブフレームｎ－１の長さ（ｓｕｂ［ｎ－１］＿ｌｅｎ）をそれぞれ定義してい
る。受信装置２０は、ブートストラップの長さが１２２８８の固定値として算出する。
【００５１】
　受信装置２０は、Ｌ１基本情報のＬ１Ｂ＿ｐｒｅａｍｂｌｅ＿ｎｕｍ＿ｓｙｍｂｏｌｓ
、Ｌ１Ｂ＿ｆｉｒｓｔ＿ｓｕｂ＿ｆｆｔ＿ｓｉｚｅ、Ｌ１Ｂ＿ｆｉｒｓｔ＿ｓｕｂ＿ｇｕ
ａｒｄ＿ｉｎｔｅｒｖａｌの値を以下の（式１）に代入し、プリアンプルの長さ（ｐｂ＿
ｌｅｎ）を算出する。
【数１】

【００５２】
　受信装置２０は、Ｌ１基本情報のＬ１Ｂ＿ｆｉｒｓｔ＿ｓｕｂ＿ｆｆｔ＿ｓｉｚｅ、Ｌ
１Ｂ＿ｆｉｒｓｔ＿ｓｕｂ＿ｇｕａｒｄ＿ｉｎｔｅｒｖａｌ、Ｌ１Ｂ＿ｆｉｒｓｔ＿ｓｕ
ｂ＿ｎｕｍ＿ｓｙｍｂｏｌｓの値を以下の（式２）に代入し、サブフレーム０の長さ（ｓ
ｕｂ０＿ｌｅｎ）を算出する。

【数２】

【００５３】
　受信装置２０は、Ｌ１詳細情報のＬ１Ｄ＿ｆｆｔ＿ｓｉｚｅ、Ｌ１Ｄ＿ｇｕａｒｄ＿ｉ
ｎｔｅｒｖａｌ、Ｌ１Ｄ＿ｎｕｍ＿ｓｙｍｂｏｌｓの値を以下の（式３）に代入し、サブ
フレームｎ－１の長さ（ｓｕｂ［ｎ－１］＿ｌｅｎ）を算出する。
【数３】

【００５４】
　なお、上述した（式１）から（式３）において、ｆｆｔ＿ｐｏｉｎｔは、上述したｆｆ
ｔ＿ｓｉｚｅのテーブルから長さを算出する関数を表している。そして、ｇｉ＿ｌｅｎは
、上述したｇｕａｒｄ＿ｉｎｔｅｒｖａｌのテーブルから長さを算出する関数を表してい
る。
【００５５】
　受信装置２０は、算出したプリアンプルの長さ（ｐｂ＿ｌｅｎ）、サブフレーム０の長
さ（ｓｕｂ０＿ｌｅｎ）、サブフレームｎ－１の長さ（ｓｕｂ［ｎ－１］＿ｌｅｎ）を以
下の（式４）に代入することで、ＡＴＳＣ３．０のフレーム長［ｕｓ］を算出する。
【数４】

【００５６】
［第１の実施形態に係る受信装置の動作］
　次に、第１の実施形態に係る受信装置２０の動作の一例について、図１１を参照して説
明する。図１１は、第１の実施形態に係る受信装置２０の動作を説明するための図である
。図１１に示す一例では、受信装置２０は、スタンバイ状態になると、放送信号を受信し
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、復調部２３によって復調し、誤り訂正部２４によって誤りを訂正する。受信装置２０は
、フレームに含まれるブートストラップとプリアンブルと複数のサブフレームとの長さに
基づいてフレームのフレーム長ｕｓを算出する。受信装置２０は、フレームにおける第１
区間ＳＥ１を区間特定部２５によって特定する。すなわち、受信装置２０は、フレーム長
ｕｓの先頭からブートストラップの長さ分を第１区間ＳＥ１とし、第１区間ＳＥ１以降の
区間を第２区間ＳＥ２とする。受信装置２０は、受信信号からフレーム長が分かれば、フ
レームにおけるブートストラップの位置が分かる。これにより、以降の受信信号について
は、受信装置２０は、フレームごとに、第１区間ＳＥ１では、制御部２６が復調部２３、
誤り訂正部２４及び区間特定部２５を動作させる。受信装置２０は、フレームごとに、第
２区間ＳＥ２では、制御部２６が復調部２３及び誤り訂正部２４の動作を停止させ、区間
特定部２５を動作させる。その結果、受信装置２０は、スタンバイ状態において、フレー
ムの第２区間では復調部２３及び誤り訂正部２４の動作を停止させることで、復調部２３
及び誤り訂正部２４を常時動作させるよりも、電力の消費を抑制することができる。
【００５７】
＜第２の実施形態＞
　第１の実施形態では、受信装置２０は、フレームのフレーム長に基づいてブートストラ
ップの第１区間を特定する場合について説明したが、これに限定されない。例えば、ブー
トストラップは、図２に示したように、Ｓｙｍｂｏｌ１は、ｍｉｎ＿ｔｉｍｅ＿ｔｏ＿ｎ
ｅｘｔ（５ｂｉｔｓ）のシグナリングを含んでいる。第２の実施形態では、受信装置２０
は、ブートストラップに設定されている、次のブートストラップまでの時間間隔に基づい
て、第１区間を特定する一例について説明する。
【００５８】
［第２の実施形態に係る受信装置の構成］
　以下に、第２の実施形態に係る受信装置２０の構成を詳細に説明する。図１２は、第２
の実施の形態に係る受信装置２０の構成を示す図である。図１２に示すように、受信装置
２０は、ＲＦ部２１と、処理部２２と、区間特定部２５と、制御部２６と、を備える。処
理部２２は、復調部２３と、誤り訂正部２４と、を備える。ブートストラップ検出部２３
１ｂは、ＯＦＤＭ信号からブートストラップを復調し、復調したブートストラップ信号を
区間特定部２５に供給する構成になっている。
【００５９】
　区間特定部２５は、ブートストラップ検出部２３１ｂからのブートストラップ信号に基
づいて、フレームにおけるブートストラップの区間を特定する。例えば、区間特定部２５
は、ブートストラップのｍｉｎ＿ｔｉｍｅ＿ｔｏ＿ｎｅｘｔのシグナリングに基づいて、
ブートストラップの第１区間を特定する。時間間隔に基づく第１区間の特定方法について
は後述する。区間特定部２５は、第１区間を示す区間フラグを制御部２６に供給する。例
えば、区間特定部２５は、フレームの第１区間が“Ｈ”、第１区間とは異なる第２区間が
“Ｌ”を示す区間フラグを制御部２６に供給する。
【００６０】
　図１３は、ブートストラップの最小の時間間隔の設定例を示す図である。ブートストラ
ップの最小の時間間隔（ｍｉｎ＿ｔｉｍｅ＿ｔｏ＿ｎｅｘｔ）には、図１３に示すような
値が設定される。例えば、最小の時間間隔は、ＢｉｔＶａｌｕｅとして“０１１０１”が
設定されている場合、１０００ｍｓであることを意味している。例えば、最小の時間間隔
は、ＢｉｔＶａｌｕｅとして“１１１１０”が設定されている場合、５３００ｍｓである
ことを意味している。区間特定部２５は、ブートストラップの最小の時間間隔の値に基づ
いて、フレームの第１区間を特定する。例えば、区間特定部２５は、フレームの時間（Ｔ
ｉｍｅ）において、フレームの末尾から最小の時間間隔が示す時間分を第２区間と特定し
、残りの時間を第１区間と特定する。区間特定部２５は、フレームの時間における第１区
間を示す区間フラグを制御部２６に供給する。例えば、区間特定部２５は、フレームの第
１区間が“Ｈ”、第１区間とは異なる第２区間が“Ｌ”を示す区間フラグを制御部２６に
供給する。
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【００６１】
　なお、ブートストラップの最小の時間間隔は、あくまでも最小の時間間隔であるので、
実際には１ｓｅｃ間隔があっても１００ｍｓが設定されている可能性がある。このため、
区間特定部２５は、最小の時間間隔の値が所定の閾値以下の場合、上述した第１の実施形
態のように、フレームのフレーム長から第１区間を特定してもよい。
【００６２】
　以上、実施形態に係る受信装置２０の構成例について説明した。なお、図１２を用いて
説明した上記の構成はあくまで一例であり、第２の実施形態に係る受信装置２０の構成は
係る例に限定されない。本実施形態に係る受信装置２０の機能構成は、仕様や運用に応じ
て柔軟に変形可能である。
【００６３】
［第２の実施形態に係る受信装置の処理手順］
　次に、図１４を用いて、第２の実施形態に係る受信装置２０の処理手順の一例について
説明する。図１４は、第２の実施形態に係る受信装置２０が実行する処理手順の一例を示
すフローチャートである。図１４に示す処理手順は、受信装置２０がスタンバイ状態の場
合にプログラムを実行することによって実現される。図１４に示す処理手順は、受信装置
２０は、放送を受信する場合には実行されない。
【００６４】
　図１４に示すように、受信装置２０は、復調部２３、誤り訂正部２４にクロックを供給
し、放送信号（受信信号）の受信を開始する（ステップＳ１０１）。これにより、受信装
置２０は、ＡＴＳＣ３．０の放送信号の受信を開始する。受信装置２０は、ブートストラ
ップ信号から最小時間間隔を取得する（ステップＳ１２１）。例えば、受信装置２０は、
ブートストラップの最小の時間間隔（ｍｉｎ＿ｔｉｍｅ＿ｔｏ＿ｎｅｘｔ）に設定されて
いる値に対応する時間を最小時間間隔として取得する。受信装置２０は、次のブートスト
ラップまでの最小時間間隔から区間フラグを生成する（ステップＳ１２２）。
【００６５】
　受信装置２０は、区間フラグが“Ｈ”であるか否かを判定する（ステップＳ１０４）。
受信装置２０は、区間フラグが“Ｈ”であると判定した場合（ステップＳ１０４でＹｅｓ
）、放送信号のフレームが第１区間であるので、処理をステップＳ１０５に進める。
【００６６】
　受信装置２０は、区間特定部２５以外の動作を開始する（ステップＳ１０５）。例えば
、受信装置２０は、区間特定部２５は動作しているので、復調部２３及び誤り訂正部２４
にクロックを供給することで、動作を開始させる。受信装置２０は、ブートストラップを
処理して緊急情報を復調する（ステップＳ１０６）。
【００６７】
　受信装置２０は、緊急情報が発生したか否かを判定する（ステップＳ１０７）。受信装
置２０は、緊急情報が発生していないと判定した場合（ステップＳ１０７でＮｏ）、処理
をステップＳ１２３に進める。受信装置２０は、ブートストラップ信号から最小時間間隔
を取得する（ステップＳ１２３）。受信装置２０は、次のブートストラップまでの最小時
間間隔から区間フラグを再生成する（ステップＳ１２４）。すなわち、ステップＳ１２３
からステップＳ１２４の一連の処理は、次のブートストラップに対する処理である。受信
装置２０は、ステップＳ１２４の処理が終了すると、処理を既に説明したステップＳ１０
４に戻し、ステップＳ１０４以降の処理を繰り返す。
【００６８】
　また、受信装置２０は、緊急情報が発生したと判定した場合（ステップＳ１０７でＹｅ
ｓ）、処理をステップＳ１０８に進める。受信装置２０は、緊急情報を出力する（ステッ
プＳ１０８）。受信装置２０は、ステップＳ１０８の処理が終了すると、図１４に示す処
理手順を終了させる。
【００６９】
　また、受信装置２０は、区間フラグが“Ｈ”ではないと判定した場合（ステップＳ１０
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４でＮｏ）、放送信号のフレームが第１区間ではないので、処理をステップＳ１０９に進
める。受信装置２０は、区間特定部２５以外の動作を停止させる（ステップＳ１０９）。
受信装置２０は、処理を既に説明したステップＳ１０４に戻し、ステップＳ１０４以降の
処理を繰り返す。
【００７０】
［第２の実施形態に係る受信装置の動作］
　次に、第２の実施形態に係る受信装置２０の動作の一例について説明する。受信装置２
０は、スタンバイ状態になると、放送信号を受信し、復調部２３によって復調し、誤り訂
正部２４によって誤りを訂正する。受信装置２０は、ブートストラップの最小時間間隔に
基づいて、フレームにおける第１区間ＳＥ１と第２区間ＳＥ２とを区間特定部２５によっ
て特定する。受信装置２０は、次のブートストラップまでの時間が分かれば、フレームに
おけるブートストラップの位置が分かる。これにより、以降の受信信号については、受信
装置２０は、フレームごとに、第１区間ＳＥ１では、制御部２６が復調部２３、誤り訂正
部２４及び区間特定部２５を動作させる。受信装置２０は、フレームごとに、第２区間Ｓ
Ｅ２では、制御部２６が復調部２３及び誤り訂正部２４の動作を停止させ、区間特定部２
５を動作させる。その結果、受信装置２０は、スタンバイ状態において、フレームの第２
区間では復調部２３及び誤り訂正部２４の動作を停止させることで、復調部２３及び誤り
訂正部２４を常時動作させるよりも、電力の消費を抑制することができる。
【００７１】
　以上、添付図面を参照しながら本開示の好適な実施形態について詳細に説明したが、本
開示の技術的範囲はかかる例に限定されない。本開示の技術分野における通常の知識を有
する者であれば、特許請求の範囲に記載された技術的思想の範疇内において、各種の変更
例または修正例に想到し得ることは明らかであり、これらについても、当然に本開示の技
術的範囲に属するものと了解される。
【００７２】
　また、本明細書に記載された効果は、あくまで説明的または例示的なものであって限定
的ではない。つまり、本開示に係る技術は、上記の効果とともに、または上記の効果に代
えて、本明細書の記載から当業者には明らかな他の効果を奏しうる。
【００７３】
　また、本明細書の受信装置２０の処理に係る各ステップは、必ずしもフローチャートに
記載された順序に沿って時系列に処理される必要はない。例えば、受信装置２０の処理に
係る各ステップは、フローチャートに記載された順序と異なる順序で処理されても、並列
的に処理されてもよい。
【００７４】
　ところで、上述した一連の処理は、ハードウェアにより実行することもできるし、ソフ
トウェアにより実行することもできる。一連の処理をソフトウェアにより実行する場合に
は、そのソフトウェアを構成するプログラムが、コンピュータにインストールされる。こ
こで、コンピュータには、専用のハードウェアに組み込まれているコンピュータや、各種
のプログラムをインストールすることで、各種の機能を実行することが可能な、例えば汎
用のコンピュータなどが含まれる。
【００７５】
　図１５は、上述した一連の処理をプログラムにより実行するコンピュータのハードウェ
アの構成例を示すブロック図である。図１５に示すコンピュータ１０００は、ＣＰＵ１１
００、ＲＡＭ１２００、ＲＯＭ（Ｒｅａｄ　Ｏｎｌｙ　Ｍｅｍｏｒｙ）１３００、ＨＤＤ
（Ｈａｒｄ　Ｄｉｓｋ　Ｄｒｉｖｅ）１４００、通信インターフェイス１５００、及び入
出力インターフェイス１６００を有する。コンピュータ１０００の各部は、バス１０５０
によって接続される。
【００７６】
　ＣＰＵ１１００は、ＲＯＭ１３００又はＨＤＤ１４００に格納されたプログラムに基づ
いて動作し、各部の制御を行う。例えば、ＣＰＵ１１００は、ＲＯＭ１３００又はＨＤＤ
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１４００に格納されたプログラムをＲＡＭ１２００に展開し、各種プログラムに対応した
処理を実行する。
【００７７】
　ＲＯＭ１３００は、コンピュータ１０００の起動時にＣＰＵ１１００によって実行され
るＢＩＯＳ（Ｂａｓｉｃ　Ｉｎｐｕｔ　Ｏｕｔｐｕｔ　Ｓｙｓｔｅｍ）等のブートプログ
ラムや、コンピュータ１０００のハードウェアに依存するプログラム等を格納する。
【００７８】
　ＨＤＤ１４００は、ＣＰＵ１１００によって実行されるプログラム、及び、かかるプロ
グラムによって使用されるデータ等を非一時的に記録する、コンピュータが読み取り可能
な記録媒体である。具体的には、ＨＤＤ１４００は、プログラムデータ１４５０の一例で
ある本開示に係る情報処理プログラムを記録する記録媒体である。
【００７９】
　通信インターフェイス１５００は、コンピュータ１０００が外部ネットワーク１５５０
（例えばインターネット）と接続するためのインターフェイスである。例えば、ＣＰＵ１
１００は、通信インターフェイス１５００を介して、他の機器からデータを受信したり、
ＣＰＵ１１００が生成したデータを他の機器へ送信したりする。
【００８０】
　入出力インターフェイス１６００は、入出力デバイス１６５０とコンピュータ１０００
とを接続するためのインターフェイスである。例えば、ＣＰＵ１１００は、入出力インタ
ーフェイス１６００を介して、キーボードやマウス等の入力デバイスからデータを受信す
る。また、ＣＰＵ１１００は、入出力インターフェイス１６００を介して、ディスプレイ
やスピーカーやプリンタ等の出力デバイスにデータを送信する。また、入出力インターフ
ェイス１６００は、所定の記録媒体（メディア）に記録されたプログラム等を読み取るメ
ディアインターフェイスとして機能してもよい。メディアとは、例えばＤＶＤ（Ｄｉｇｉ
ｔａｌ　Ｖｅｒｓａｔｉｌｅ　Ｄｉｓｃ）等の光学記録媒体、ＭＯ（Ｍａｇｎｅｔｏ－Ｏ
ｐｔｉｃａｌ　ｄｉｓｋ）等の光磁気記録媒体、テープ媒体、磁気記録媒体、または半導
体メモリ等である。
【００８１】
　例えば、コンピュータ１０００が実施形態に係る受信装置２０として機能する場合、コ
ンピュータ１０００のＣＰＵ１１００は、ＲＡＭ１２００上にロードされたプログラムを
実行することにより、区間特定部２５、制御部２６等の機能を実現する。また、ＨＤＤ１
４００には、本開示に係るプログラムや、受信装置２０のデータが格納される。なお、Ｃ
ＰＵ１１００は、プログラムデータ１４５０をＨＤＤ１４００から読み取って実行するが
、他の例として、外部ネットワーク１５５０を介して、他の装置からこれらのプログラム
を取得してもよい。
【００８２】
　以上、添付図面を参照しながら本開示の好適な実施形態について詳細に説明したが、本
開示の技術的範囲はかかる例に限定されない。本開示の技術分野における通常の知識を有
する者であれば、特許請求の範囲に記載された技術的思想の範疇内において、各種の変更
例または修正例に想到し得ることは明らかであり、これらについても、当然に本開示の技
術的範囲に属するものと了解される。
【００８３】
　また、本明細書に記載された効果は、あくまで説明的または例示的なものであって限定
的ではない。つまり、本開示に係る技術は、上記の効果とともに、または上記の効果に代
えて、本明細書の記載から当業者には明らかな他の効果を奏しうる。
【００８４】
　また、コンピュータに内蔵されるＣＰＵ、ＲＯＭおよびＲＡＭなどのハードウェアに、
受信装置２０が有する構成と同等の機能を発揮させるためのプログラムも作成可能であり
、当該プログラムを記録した、コンピュータに読み取り可能な記録媒体も提供され得る。
【００８５】
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（効果）
　受信装置２０は、複数のフレームを含む受信信号を処理する処理部２２と、受信信号か
らフレームにおけるブートストラップの第１区間を特定する区間特定部２５と、スタンバ
イ状態の場合に、フレームの第１区間では処理部２２を動作させ、フレームの第１区間と
は異なる第２区間では処理部２２を動作させない制御部２６と、を備える。
【００８６】
　これにより、受信装置２０は、区間特定部２５によってフレームにおけるブートストラ
ップの第１区間を特定する。受信装置２０は、スタンバイ状態では、フレームの第１区間
では処理部２２を動作させ、フレームの第１区間とは異なる第２区間では処理部２２を動
作させない制御を制御部２６によって実行できる。その結果、受信装置２０は、スタンバ
イ状態において、フレームの第２区間では処理部２２の動作を停止させることで、処理部
２２を常時動作させるよりも、電力の消費を抑制することができる。
【００８７】
　受信装置２０では、処理部２２は、復調部２３と、誤り訂正部２４と、を有し、制御部
２６は、スタンバイ状態の場合に、フレームの第２区間では、復調部及び誤り訂正部の少
なくとも一方を停止させることで、処理部２２を動作させない。
【００８８】
　これにより、受信装置２０は、スタンバイ状態において、フレームの第２区間では、復
調部２３及び誤り訂正部２４の少なくとも一方を停止させることで、処理部２２を動作さ
せない。その結果、受信装置２０は、処理部２２の一部の動作を停止させることで、処理
を複雑化させることなく、スタンバイ状態における電力の消費を抑制することができる。
【００８９】
　受信装置２０では、復調部２３は、スタンバイ状態の場合に、受信信号のブートストラ
ップに緊急情報が設定されていると、緊急情報を出力する。
【００９０】
　これにより、受信装置２０は、スタンバイ状態の場合に、受信信号を受信し続け、ブー
トストラップに設定されている緊急情報を出力することができる。その結果、受信装置２
０は、スタンバイ状態において、処理部２２の動作を停止させても緊急情報を出力できる
ので、緊急信号を受信し続けながら電力の消費を抑制することができる。
【００９１】
　受信装置２０では、フレームは、ブートストラップと、プリアンブルと、１以上のサブ
フレームと、を含み、区間特定部２５は、ブートストラップとプリアンブルとサブフレー
ムとの長さに基づいてフレームのフレーム長を算出し、フレーム長の長さから第１区間を
特定する。
【００９２】
　これにより、受信装置２０は、ブートストラップとプリアンブルとサブフレームとの長
さに基づいてフレームのフレーム長を算出し、フレーム長の長さからフレームの第１区間
を特定することができる。その結果、受信装置２０は、フレームの長さが変化しても、フ
レームの第１区間を特定できるので、スタンバイ状態における電力の消費を抑制すること
ができる。
【００９３】
　受信装置２０では、区間特定部２５は、ブートストラップに設定されている次のブート
ストラップまでの時間間隔に基づいてフレームにおける第１区間を特定する。
【００９４】
　これにより、受信装置２０は、ブートストラップに設定されている時間間隔に基づいて
、フレームの第１区間を特定することができる。その結果、受信装置２０は、ブートスト
ラッの時間間隔が変化しても、フレームの第１区間を特定できるので、スタンバイ状態に
おける電力の消費を抑制することができる。
【００９５】
　受信装置２０では、処理部２２は、クロックの供給によって前記処理を行い、制御部２
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６は、スタンバイ状態の場合に、第１区間では処理部２２にクロックの供給を停止させる
ことで、処理部２２に動作させない。
【００９６】
　これにより、受信装置２０は、スタンバイ状態の場合に、第１区間では処理部２２にク
ロックを供給し、第２区間では処理部２２にクロックの供給を停止することで、第２区間
では処理部の動作を停止させることができる。その結果、受信装置２０は、クロックの供
給制御によってスタンバイ状態の処理部２２の動作を制御することができるので、制御部
２６の処理負担を低減させることができる。
【００９７】
　受信装置２０では、前記フレームは、ＡＴＳＣ３．０で規定される物理層フレームであ
る。
【００９８】
　これにより、受信装置２０は、スタンバイ状態では、ＡＴＳＣ３．０の物理フレームの
第１区間では処理部２２を動作させ、物理フレームの第１区間とは異なる第２区間では処
理部２２を動作させない制御を制御部２６によって実行できる。その結果、受信装置２０
は、スタンバイ状態において、物理フレームの第２区間では処理部２２の動作を停止させ
ることで、処理部２２を常時動作させるよりも、電力の消費を抑制することができる。
【００９９】
　受信方法は、複数のフレームを含む受信信号を処理する処理部２２を備える受信装置２
０によって実行される受信方法であって、受信信号からフレームにおけるブートストラッ
プの第１区間を特定するステップと、スタンバイ状態の場合に、フレームの第１区間では
処理部２２を動作させ、フレームの第１区間とは異なる第２区間では処理部２２を動作さ
せないステップと、を含む。
【０１００】
　これにより、受信方法は、受信装置２０がフレームにおけるブートストラップの第１区
間を特定すると、スタンバイ状態では、フレームの第１区間では処理部２２を動作させ、
フレームの第１区間とは異なる第２区間では処理部２２を動作させない。その結果、受信
方法は、受信装置２０のスタンバイ状態において、フレームの第２区間では処理部２２の
動作を停止させることで、処理部２２を常時動作させるよりも、電力の消費を抑制するこ
とができる。
【０１０１】
　プログラムは、複数のフレームを含む受信信号を処理する処理部２２を備える受信装置
に、前記受信信号から前記フレームにおけるブートストラップの第１区間を特定するステ
ップと、スタンバイ状態の場合に、フレームの第１区間では処理部２２を動作させ、フレ
ームの第１区間とは異なる第２区間では処理部２２を動作させないステップと、を実行さ
せる。
【０１０２】
　これにより、プログラムは、フレームにおけるブートストラップの第１区間を受信装置
２０に特定させると、スタンバイ状態では、フレームの第１区間では処理部２２を動作さ
せ、フレームの第１区間とは異なる第２区間では処理部２２を動作させない制御を受信装
置２０によって実現させる。その結果、プログラムは、受信装置２０のスタンバイ状態に
おいて、フレームの第２区間では処理部２２の動作を停止させることで、処理部２２を常
時動作させるよりも、電力の消費を抑制することができる。
【０１０３】
　なお、以下のような構成も本開示の技術的範囲に属する。
（１）
　複数のフレームを含む受信信号を処理する処理部と、
　前記受信信号から前記フレームにおけるブートストラップの第１区間を特定する区間特
定部と、
　スタンバイ状態の場合に、前記フレームの前記第１区間では前記処理部を動作させ、前
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記フレームの前記第１区間とは異なる第２区間では前記処理部を動作させない制御部と、
　を備える受信装置。
（２）
　前記処理部は、復調部と、誤り訂正部と、を有し、
　前記制御部は、前記スタンバイ状態の場合に、前記フレームの前記第２区間では、前記
復調部及び前記誤り訂正部の少なくとも一方を停止させることで、前記処理部を動作させ
ない
　前記（１）に記載の受信装置。
（３）
　前記復調部は、前記スタンバイ状態の場合に、前記受信信号の前記ブートストラップに
緊急情報が設定されていると、前記緊急情報を出力する
　前記（２）に記載の受信装置。
（４）
　前記フレームは、前記ブートストラップと、プリアンブルと、１以上のサブフレームと
、を含み、
　前記区間特定部は、前記ブートストラップと前記プリアンブルと前記サブフレームとの
長さに基づいて前記フレームのフレーム長を算出し、前記フレーム長の長さから前記第１
区間を特定する
　前記（１）から（３）のいずれかに記載の受信装置。
（５）
　前記区間特定部は、前記ブートストラップに設定されている次のブートストラップまで
の時間間隔に基づいて前記フレームにおける前記第１区間を特定する
　前記（１）から（３）のいずれかに記載の受信装置。
（６）
　前記処理部は、クロックの供給によって前記処理を行い、
　前記制御部は、前記スタンバイ状態の場合に、前記第２区間では前記処理部にクロック
の供給を停止させることで、前記処理部に動作させない
　前記（１）から（３）のいずれかに記載の受信装置。
（７）
　前記フレームは、ＡＴＳＣ(Advanced　Television　Systems　Committee)３．０で規定
される物理層フレームである
　前記（１）から（６）のいずれかに記載の受信装置。
（８）
　複数のフレームを含む受信信号を処理する処理部を備える受信装置によって実行される
受信方法であって、
　前記受信信号から前記フレームにおけるブートストラップの第１区間を特定するステッ
プと、
　スタンバイ状態の場合に、前記フレームの前記第１区間では前記処理部を動作させ、前
記フレームの前記第１区間とは異なる第２区間では前記処理部を動作させないステップと
、
　を含む受信方法。
（９）
　複数のフレームを含む受信信号を処理する処理部を備える受信装置に、
　前記受信信号から前記フレームにおけるブートストラップの第１区間を特定するステッ
プと、
　スタンバイ状態の場合に、前記フレームの前記第１区間では前記処理部を動作させ、前
記フレームの前記第１区間とは異なる第２区間では前記処理部を動作させないステップと
、
　を実行させる受信プログラム。
【符号の説明】
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【０１０４】
　１　伝送システム
　１０　送信装置
　２０　受信装置
　２１　ＲＦ部
　２２　処理部
　２３　復調部
　２４　誤り訂正部
　２５　区間特定部
　２６　制御部
　２３１　復調前処理部
　２３１ａ　ＩＦ／ＢＢ変換部
　２３１ｂ　ブートストラップ検出部
　２３２　復調後処理部
　２３２ａ　ＦＦＴ部
　２３２ｂ　等化処理部
　２４１　誤り訂正内復号部
　２４２　インタリーバ
　２４３　誤り訂正外復号部
　２４４　ストリーム処理部
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